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1. はじめに 

 

近年，アジア地域の急速な経済成長によって，コン

テナ流動は世界的規模で急増している．同時に，アジ

ア地域と他地域間の貿易格差が拡大し，コンテナ船の

寄港地では，空コンテナの過不足の問題が深刻化して

いる．その状況の中，船社は各寄港地の空コンテナの

過不足を是正するため，多数の空コンテナの回送を行

わなければならない．さらにいえば，空コンテナの回

送がうまく行えず，空コンテナが不足した場合は，一

時的にリースコンテナを借り入れ，余った場合は，そ

の在庫を蔵置するためのスペースを確保する必要があ

る．これらの発生頻度が高くなればコンテナ運用費が

激増し，経営を圧迫することになる．加えて，船社が

保有する自社コンテナ規模の大小によっても，その費

用は影響を受ける．したがって，船社は自社コンテナ

の保有規模やコンテナの運用に関する計画立案を合理

的に行わなければならない．しかし現状では，船社は

空コンテナの回送計画を立て，復荷の確保に力を尽く

しているものの，やはりそれには限界がある． 

ここ数年来，我が国主要港湾の取扱貨物量の減少

によって，船社は提供するコンテナ船の航路数や便数

などのサービス率を低下させている 1)．今後の我が国

の港湾政策を検討するにあたって，空コンテナの問題

も考慮する必要がある．例えば，貨物量は他のアジア

諸国の主要港湾よりも少なくとも，空コンテナの調達

が容易に行える港であれば，「空コンテナ基地」とい

う付加価値によって，寄港地として選択される可能性

も出てくる． 

さて現在，規模の経済を追求するためにコンテナ船 
 

*
キーワーズ：物流計画，港湾計画，空コンテナ 
**
正員, 博(工), 大島商船高等専門学校商船学科 

（〒742-2193 山口県大島郡周防大島町小松1091-1, 

TEL/FAX0820-74-5502, e-mail:shintani@oshima-k.ac.jp） 
***

正員, 工博, 神戸大学海事科学部 
（〒658-0022 神戸市東灘区深江南町5-1-1,TEL078-431-6261, 

FAX078-431-6365, e-mail:imai@maritime.kobe-u.ac.jp）  

の大型化が進んでいる．2005年現在において最大で

9,000TEUクラスのコンテナ船が就航している 2)．船型

サイズにソフト的かつハード的な制約がある一定のレ

ベルで存在するにせよ，今後もさらに大型化が進行す

ると考えられる．  

次にコンテナ船の航路形態に視点を移す．コンテナ

船の基幹航路においては，コンテナ船の大型化のメリ

ットを活かすために，ハブ・アンド・スポーク輸送

(Hub-and-spoke, 以下, H&Sとよぶ)が行われている．そ

の一方で，例えば，5,000TEUクラスのコンテナ船で

巡回型輸送(Multi-port calling, 以下，MPCとよぶ)も行

われている．船社にとっては新規航路の開設や既存航

路の再編成を行う場面で，どちらの航路形態が有利と

なるのかがわかれば，戦略的視野からみて有用な情報

になると考える．加えて，空コンテナの回送の見地か

ら超大型コンテナ船のメリットを明確にする必要もあ

る．さらに，港湾政策を検討する上で，その対象とな

る港湾が，船社の航路の中でどのような位置づけとな

り得るのか客観的に知ることは重要である． 

そこで本研究では，欧州航路と北米航路を対象に，

船社の自社コンテナの保有規模やその運用方法に着目

し，それぞれの航路でH&SとMPCのどちらが有利と

なるのかを考えていく．具体的には，H&SとMPCの

航路ネットワークに空コンテナの回送を組み込んだ形

で数理モデルの構築を試み，ターミナル規模の拡張効

果や地域間貿易不均衡の大小による航路形態の優位性

を分析し，考察を加える． 

 

2. 問題設定 

 

 (1)既往の研究 

 空コンテナの回送に関する研究は，海外のもの 3)-8)

が多い．それらは主に，港・内陸デポ・バンプール・

荷主間の陸上輸送に焦点が当てられ，輸送手段はトラ

ックないし鉄道である．しかし，本研究で想定するよ

うな，海で隔てられた地域間の回送は本船の余席でも



って行われるのが現実的である．それに鑑み，著者ら

はこれまで本船による空コンテナの回送に関する研究

を行ってきた 9)-13)．文献9), 10)では，船社の自社コン

テナ保有コスト，コンテナのリースコストおよび港で

の蔵置コストを合算した総コストの最小化を目的とし，

それらのトレード・オフを表現している．文献11)-13)

では，運賃収入から空コンテナの回送にかかるコスト

を含めた船舶関連コストやペナルティコスト，さらに

自社コンテナ保有コストを差し引いた，利益を最大と

する航路パターンを求めている． 

本研究では自社コンテナの運用という観点から，2

つの基幹航路を対象に，その地理的条件を取り込んで，

H&SとMPCのどちらが優位な航路形態となるかを検

証するものである． 

  

 (2)空コンテナの回送の必要性 

 例えば，2国間のコンテナ航路の場合，往復航の貨

物が等しくて，コンテナ貨物のバンニング・デバンニ

ングに時間がかからないとする．そのとき往航で利用

したコンテナをそのまま復航貨物に利用すればよく，

空コンテナは発生しない．しかし現実問題では，貨物

量は時間軸に対して常に変化するし，コンテナが陸揚

げされて空コンテナとして再び港に戻ってくるタイミ

ングは各コンテナによって異なる． 

 このような理由により，各寄港地では空コンテナの

過不足を生じる．空コンテナが不足した場合は，他か

ら回送してくるか，一時的にリースコンテナを借り入

れることになる．逆に余った場合は，その在庫を他へ

回送するか，その港で蔵置する必要がある． 

  

 (3)前提条件 

 ここでは計画対象期間を6ヶ月とし，コンテナの空

�実入り�空という状態の時系列変化を考慮して，次

の検討事項を決定する． 

(i) 空コンテナの余剰地点から不足地点への回送

量を決定する． 

(ii) 空コンテナの不足地点で，どの仕向地貨物に

自社コンテナを割り当てるのかを決定する． 

また，次に本問題のモデル作成上の前提条件を示す． 

(i) 対象航路は北米航路と欧州航路とする． 

(ii) 対象とする航路形態はH&SとMPCとする． 

(iii) 貨物需要は時間軸に対して変動する，1寄港あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たりの貨物量を与件とする． 

(iv) コンテナの内陸流動日数は，港-荷主-港間の内

陸移動時間と考え，7日間とする． 

(v) リースコンテナは，ここではスポットリース

を対象とし，一度貨物輸送に供された後，仕

向地で返却されるとする．なお，ロングター

ムリースコンテナは自社コンテナと考えるこ

とにする． 

 

 (4)想定する航路形態 

 本研究では分析を容易にするため，対象とする航路

形態を図1に示すようにH&SとMPCの2つとした．前

者は10,000TEUの超大型船が投入されるとし，後者は

既存の船型サイズ5,000TEUのコンテナ船が投入され

ると考えることにする．計画期間中に輸送する貨物量

を2つの船型で等しくするために便数を10,000TEU船

は週1便，5,000TEUは週2便とする．対象とする寄港

地数は，北米航路は14港，欧州航路は15港とする．そ

れらの港に関して，H&SとMPCを生成することにな

るが，具体的な方法は文献14)を参照のこと． 

 

3. 定式化 

 

 (1)概説 

本問題は，空コンテナ回送コスト，リースコスト，

空コンテナ蔵置コストおよび自社コンテナ保有コスト

を合算した総コストを最小化する整数計画問題として

次のように定式化される．ここでは紙面スペースの制

約により MPC に関する定式化のみ示す．決定変数は

tijE , 
tijL , 

tiS , FT である．本問題はフロー問題とな

Multi-port calling 

Hub-and-spoke 

図 1 想定する航路形態 



るので，線形計画問題として求解が可能である． 

 

(a)目的関数 
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ここで， H
iC : i港での荷役コスト， H

jC : j港での

荷役コスト， L
ijC : i港から j港までのリースコスト，

S
iC : i港での蔵置コスト， FC : 自社コンテナ保有コ

スト，
tijE : t期に i港から j港までの回送される空コ

ンテナ数，
tijL : t期に i港から j港までリースされる

コンテナ数，
tiS : t期に i港で蔵置される空コンテナ

数， FT : 自社コンテナ保有規模 

 

 (b)港における利用可能コンテナ数 

 図2に本船が寄港した場合の港におけるコンテナの

流れを示す．  

 
titiitti GRSA ++= −1
 (2) 

 
uiti DR =  {ただし， α+= ut } (3) 

 ∑=
h

whiti BD  {ただし，
hiwt β+= } (4) 

 ∑=
h

whiti EG  {ただし，
hiwt β+= } (5) 

ここで，
tiA : t期に i港における利用可能コンテナ

数，
tiR : t期に荷主から i港に戻った空コンテナ数，

tiG : t期に i港に回送された空コンテナ数，
tiD : t期

に i港に自社コンテナで輸入された総貨物量，
whiB : 

w期に h港から i港まで自社コンテナで輸送された貨

物量，α : 空コンテナの内陸流動日数，
hiβ : h港から

i港までの本船輸送日数 

 

 (c)蔵置コンテナとリースコンテナの制約 

 ∑ −+−=
j

titijtititi OLNAS  (6) 

 
vijvijtij BFL −=  {ただし， α−= vt } (7) 

 ∑=
j

vijti FN  {ただし， α−= vt } (8) 

 

 ∑=
j

tijti EO   (9) 

 ここで，
tiN : t期に i港に必要な荷主向けの空コ

ンテナ，
vijF : v期に i港から j港へ輸送される貨物量，

tiO : t期に i港から他の港へ回送される空コンテナ数 

 (d)船型制約 

 ( )∑∑
= =
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i

p
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jq
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 (10) 

ここで，V : コンテナ船の船型サイズ， n : 起点港

のダミーノード 

 

 (e)港の蔵置容量の制約 

 
iti TS ≤   (11) 

ここで，
iT : i港の蔵置容量 

 

 (f)自社コンテナ保有規模の制約 

 ( ) ( )∑∑∑ −+++=
i j

tijtij

i

tititi LBSONFT  (12) 

 

 (g)決定変数の非負・整数制約 

 0   ≥ttitijtij FT,S,L,E  and integer (13) 

  

 (2)定式化におけるMPCとH&Sの相違点 

MPCは海上におけるすべてのコンテナ輸送を本船で

のみ行うが，H&Sでは幹線輸送は超大型船，支線輸送

はフィーダ船が担当する．したがって，本船の船型サ

イズ制約に関する式10はMPCとH&Sで異なる． 

 次に計画期について述べる．コンテナ船の便数は，

H&Sでは週1便，MPCでは週2便としているので，双

方の計画期間の時間的間隔は異なるが，最終的に全計

画期間長が6ヶ月となるよう設定している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図2 港におけるコンテナ流動 
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4. 数値計算 

 

本問題の数値計算を行うにあたって，LINDO社の

数理計画パッケージソフトLINGO9.0を用いた．紙面

スペースの都合により計算結果の一例を示す． 

ここでは，アジア-欧州ならびに北米間の貿易にお

ける，その不均衡の度合いの大小によって，総コスト

に与える影響をみるために感度分析を行った．これに

より，貿易不均衡の状況下でH&SとMPCのどちらが

自社コンテナの運用において有利となるのかがわかる． 

具体的には，アジア対北米ならびに欧州の貿易不均

衡の比率を段階的に変化(1:1，2:1，3:1)させて計算を

行った．つまり，その比率が1:1の場合は貿易量が均

衡している状態を表し，3:1の場合はアジア発貨物が

北米および欧州発貨物の3倍であることを意味する．

ただし，いずれのケースも発生集中貨物量は一定であ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 計算結果 

 

 図3に計算結果を示す．欧州および北米航路の両方

でMPCに比べて，H&Sの総コストが小さくなってい

ることがわかる．また，不均衡の度合いが大きくなる

につれて，H&SとMPCの総コストの差は大きくなっ

ている．したがって，H&SはMPCに比べて貿易不均

衡の状況下では，自社コンテナの運用面で有利である

ことがわかった．さらに，欧州航路に比べて，北米航

路ではH&SとMPCの総コストの値およびその差が小

さい．その要因として，航路長と関わりがあると考え

られるので，さらなる分析によって明らかにしたい． 

 他の計算・分析結果についても講演時に示す予定で

ある． 
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図 3 貿易不均衡の割合変化に対する総コスト 
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